
日米地位協定

第十四条

１ 通常合衆国に居住する人（合衆国の法律に基づいて組織された法人を含む ）及びその被用。
者で、合衆国軍隊のための合衆国との契約の履行のみを目的として日本国にあり、かつ、合衆国
政府が２の規定に従い指定するものは、この条に規定がある場合を除くほか、日本国の法令に服
さなければならない。

２ １にいう指定は、日本国政府との協議の上で行なわれるものとし、かつ、安全上の考慮、関
係業者の技術上の適格要件、合衆国の標準に合致する資材若しくは役務の欠如又は合衆国の法令
上の制限のため競争入札を実施することができない場合に限り行なわれるものとする。

前記の指定は、次のいずれかの場合には、合衆国政府が取り消すものとする。
（ａ） 合衆国軍隊のための合衆国との契約の履行が終わつたとき。
（ｂ） それらの者が日本国において合衆国軍隊関係の事業活動以外の事業活動に従事してい

ることが立証されたとき。
（ｃ） それらの者が日本国で違法とされる活動を行なつているとき。

３ 前記の人及びその被用者は、その身分に関する合衆国の当局の証明があるときは、この協定
による次の利益を与えられる。

（ａ） 第五条２に定める出入及び移動の権利
（ｂ） 第九条の規定による日本国への入国
（ｃ） 合衆国軍隊の構成員及び軍属並びにそれらの家族について第十一条３に定める関税そ

の他の課徴金の免除
（ｄ） 合衆国政府により認められたときは、第十五条に定める諸機関の役務を利用する権利
（ｅ） 合衆国軍隊の構成員及び軍属並びにそれらの家族について第十九条２に定めるもの
（ｆ） 合衆国政府により認められたときは、第二十条に定めるところにより軍票を使用する

権利
（ｇ） 第二十一条に定める郵便施設の利用
（ｈ） 雇用の条件に関する日本国の法令の適用からの除外

、 、４ 前記の人及びその被用者は その身分の者であることが旅券に記載されていなければならず
その到着、出発及び日本国にある間の居所は、合衆国軍隊が日本国の当局に随時に通告しなけれ
ばならない。

５ 前記の人及びその被用者が１に掲げる契約の履行のためにのみ保有し、使用し、又は移転す
（ 。） 、 、る減価償却資産 家屋を除く については 合衆国軍隊の権限のある官憲の証明があるときは

日本の租税又は類似の公課を課されない。



６ 前記の人及びその被用者は、合衆国軍隊の権限のある官憲の証明があるときは、これらの者
、 、が一時的に日本国にあることのみに基づいて日本国に所在する有体又は無体の動産の保有 使用

死亡による移転又はこの協定に基づいて租税の免除を受ける権利を有する人若しくは機関への移
転についての日本国における租税を免除される。ただし、この免除は、投資のため若しくは他の
事業を行なうため日本国において保有される財産又は日本国において登録された無体財産権には
適用しない。この条の規定は、私有車両による道路の使用について納付すべき租税の免除を与え
る義務を定めるものではない。

７ １に掲げる人及びその被用者は、この協定に定めるいずれかの施設又は区域の建設、維持又
は運営に関して合衆国政府と合衆国において結んだ契約に基づいて発生する所得について、日本
国政府又は日本国にあるその他の課税権者に所得税又は法人税を納付する義務を負わない。この
項の規定は、これらの者に対し、日本国の源泉から生ずる所得についての所得税又は法人税の納
付を免除するものではなく、また、合衆国の所得税のために日本国に居所を有することを申し立

、 。てる前記の人及びその被用者に対し 所得についての日本の租税の納付を免除するものではない
、 、これらの者が合衆国政府との契約の履行に関してのみ日本国にある期間は 前記の租税の賦課上

日本国に居所又は住所を有する期間とは認めない。

８ 日本国の当局は、１に掲げる人及びその被用者に対し、日本国において犯す罪で日本国の法
令によつて罰することができるものについて裁判権を行使する第一次の権利を有する。日本国の
当局が前記の裁判権を行使しないことに決定した場合には、日本国の当局は、できる限りすみや
かに合衆国の軍当局にその旨を通告しなければならない。この通告があつたときは、合衆国の軍
当局は、これらの者に対し、合衆国の法令により与えられた裁判権を行使する権利を有する。


